


















































判決（最一判平成25・ 2 ・28民集67巻 2 号343頁）を契機として，相殺と時効
の援用が競合した場合に，どのような基準で解決すべきか，という問題につい
て検討するものである。
　a．最一判平成25・ 2 ・28民集67巻 2 号343頁
　最一判平成25・ 2 ・28民集67巻 2 号343頁（以下，「平成25年判決」という。）
は，貸金業者 A に対して貸金債務（以下「第 3 取引の貸金債権」という。図
1 を参照。）を負っており，その不動産に根抵当権を設定していた X が，A を
吸収合併して貸主の地位を承継した貸金業者 Y に対して，平成22年 8 月17日，
XY 間で平成 7 年から同 8 年にかけてなされた継続的な消費貸借取引にかかる
利息制限法を超過した額の過払金返還請求権（以下「第 1 取引にかかる過払金
債権」という。図 1 を参照。）を自働債権として，第 3 取引の貸金債権を受働
債権として相殺することを主張して，その受働債権の相殺残額を弁済した上
で，前述の根抵当権設定登記の抹消登記手続きを求めたのに対して，Y が，平
成22年 9 月28日（第一審第 1 回口頭弁論期日）に，第 1 取引にかかる過払金債
権の時効は，その取引の終了日（平成 8 年10月29日）から10年で消滅時効にか
かったとして消滅時効を援用した。なお，X は，A 及び Y に対し，第 3 取引
の貸金債権について継続的に弁済を行っていたが，平成22年 7 月 1 日の返済期
日における支払を遅滞し，特約によって，同日に，その期限の利益を喪失して
いる。







61年 3 月17日第二小法廷判決・民集40巻 2 号420頁参照）……第 3 取引では，
……借主である X が期限の利益を放棄すれば，……弁済の事実を覆さずに，
利息を有効に収受したものとして残債務を算出することを前提として，平成18
年10月29日の経過前に，平成15年 1 月 6 日の合併の時点で，第 1 取引で発生し
た過払金に係る不当利得返還請求権と第 3 取引の貸金債権が相殺適状にあった
とする X の主張には理由があ」るとした。Y が上告受理申立て。
　最高裁は，これに対して，以下のように述べて相殺の効力を否定した（破棄
差戻し）。















































　　（ 2 ）「これを本件についてみると，本件貸付金残債権〔第 3 取引の貸金残
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がその消滅以前に相殺に適するようになっていた

































































































































































































　　〈 2 〉〈 1 〉ただし書の意思表示をしていない債務者が相殺の意思表示を受














































A は，時効期間の経過した自らの債権の債務者 B が時効を援用する前に，
当該債権を自働債権として相殺の意思表示をすることができるが，②その






























（債権関係）の改正に関する中間試案の補足説明（平成25年 7 月 4 日補訂）」


































































も，PECLIII と同様に，意思相殺主義を採用して（DCFR III.- 6 :107条は，相殺
の効果が通知の時から生じることを定める。），以下のように，相殺に対する時
効援用の猶予期間を設けている。






2009, p.1138］のであるが，時効については，例外的に，相殺の通知から 2 か
月以内に時効の援用がなされた場合には，相殺の効果を否定するという以下の
ような規定を採用している。
















　DCFR も PPECLIII と同様に，消滅時効の効果は，履行拒絶の抗弁権の発生
であり，「消滅時効期間が満了した後は，債務者は，履行を拒絶する権利を有




































ことを考慮していない」［VOGENAUER 2015, p. 1191（WINTGEN）］として，
次のように批判して，当事者はこのルールから逃れるための合意をしておくべ
き［VOGENAUER 2015, p. 1192（WINTGEN）］であると主張されている（同
書の相殺に関する解説においても，PECLIII-14 :503の解決策の方が望ましいも










































　この PICC 第10．9条（ 3 ）の抗弁として，「実務上，最も関係する抗弁は，
相殺であるが，10．10条がこの問題を扱う特別のルールを含んでいる」［VO-
GENAUER 2015, p. 1189（WINTGEN）］。相殺は，受働債権の履行を拒絶する
ための抗弁として主張されるものとすれば，PICC2010では，たとえ消滅時効








　これに対して，PECLIII と DCFR においては，時効が当然には効果を生じな
いという点では PICC2010と共通するものの（PECLIII について［潮見，中田，






















　ここまでに検討したように，（ 1 ）PECLIII によって示されるのは，相殺も
時効の援用もいずれも，意思表示がなされればその時から将来に向かって効果
























て学説を紹介した。），2016年のオルドナンス（Ordonnance no 2016⊖131 du 10 
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げられている。一つの例は，A が B に1000円の債権を，B も A に金銭債権を
有している場合に，A の B に対する債権は明治30年 1 月30日に弁済期となり，
B の A に対する債権は同年12月31日に弁済期になるものであり，双方は翌年
1 月 1 日から相殺適状になったものの，いずれも履行も相殺もしないうちに明
治40年 2 月になって，B から A に履行を請求した場合には，B の A に対する




る場合に A の B に対する債権は 1 年の時効に，B の A に対する債権は10年の

































































































































































































































































































































































たって，その評釈［金山 2013，7頁］［小野 2014，12頁］［渡邊 2014，123頁］に
検討されているように，既払金返還請求権の特殊性を考慮すべきであったもの
と思われる。















































　破毀院商事部2005年 3 月30日判決（Cass. com., 30 mars 2005, Bull. civ. 2005 IV 












図 6　破毀院商事部2005年 3 月30日判決の事実の概要
　Els 社は，Leray 社に対して有する運送料債権（1999年10月から2000年 7 月
にかけての運送にかかるもの。以下，「甲債権」という。）の支払いを求めたと
ころ，Leray 社は，2001年 4 月26日の答弁書（conclusions）によって，Els 社に
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対して有する運送料債権（1999年 8 月から2000年 7 月の運送にかかるもの。以
下，「乙債権」という。）との相殺を援用し，これに対して，Els 社は，乙債権
について， 1 年の消滅時効（商法典 L.133⊖ 6 条）を援用した。
　原審が，Els 社の請求を棄却する一方で，Leray 社の相殺を認めて，その反
訴請求について，Els 社が甲乙債権の差額と2001年 4 月26日以降の遅延損害金




に気付く必要があるはずであり，Leray 社の運送は1999年 8 月になされたもの





















あり，控訴院は，Leray 社によって2001年 4 月26日のその申立書において
援用された2000年 7 月15日の〔相殺適状によって生じた〕相殺を示して，






















定相殺の消滅的効果を結果として妨げることができない」［CROZE 2005, p. 18］
と指摘する。そして，その場合における相殺の意義について，「第一に抗弁方
法であり，しかし，同時に反訴請求ともなりうる相殺手段は，本質的に曖昧で









請求を退ける機能を有している」［CROZE 2005, p. 19］と述べられている。
　2005年破毀院判決の後，2008年の「民事時効改正に関する2008年 6 月17日の








よってなされなければならなかった」［MALAURIE, AYNÈS , STOFFEL-MUNCK 







効が中断される」［BÉNABENT 2014, n° 912］とか，「黙示の承認は，……債務
者が相殺を援用したという事実から導き出されうる」［FLOUR, AUBERT, 




用，または，債権者の手中にある質物（un gage entre les mains du créancier）を
置いておく（laisser）という事実である。しかし，それが債務の一部だけで
あったとしても，債務者の承認は，債務全額について時効を中断する」［MA-



























































は，意思表示を早くした方が優先するというものである。（ 2 ）PECLIII およ










すると，次のようになる（後掲表 1 ）。（ 1 ）意思相殺主義を徹底する
PICC2010では，（A）時効の援用が先であれば時効が，（B）相殺の意思表示が
先であれば相殺が有効になる。（ 2 ）意思相殺主義でありながら，時効期間の
経過と相殺権の成立について遡及的な配慮を行う PECLIII および DCFR にお
いては，（A）時効の援用が先であれば時効が，または，（B）相殺の意思表示







PECLIII および DCFR にみられるような時効の援用を猶予する期間を設けるこ











（ 1 ）PICC2010による解決策 時効が有効 相殺が有効





（ 3 ）日本民法による解決策 相殺が有効（民法508条）
　b．自働債権の消滅時効期間経過後に受働債権の弁済期が到来する場合
　つぎに自働債権の消滅時効期間経過後に受働債権の弁済期が到来する場合
（前掲図 4 および図 5 ）には，（ 1 ）PECLIII および DCFR ならびに（ 2 ）










利益を放棄して相殺する場合である。（ 1 ）PECLIII および DCFR ならびに
























（ 1 ）PICC2010による解決策 時効が有効 相殺が有効








































































ではない。DCFRIII- 6  :102条（a）においても，受働債権については III.⊖ 2 :103
条（期限前の履行）によって「履行の受領を強制することができる」［窪田，




















































































































はじめに挙げた図 2 の場合にも，図 3 の場合にも相殺できる）。その後段と合
わせてみれば， 2 項によって相殺できるのは，自働債権の消滅時効期間の経過









































































1347⊖ 3 条　恩恵の期限（le délai de grâce）
は，相殺を妨げない（ne fait pas obsta-
cle）。
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